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令和４（2022）年度
地域医療介護総合確保基金事業

について
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栃木県医療介護総合確保推進協議会
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地域医療介護総合確保基金の対象事業

1-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

1-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を踏

まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を国は都道府県の事業

を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

地域医療介護総合確保基金の概要
○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、
「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。
○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。各都道府県は、
都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和４（2022）年度政府予算案：公費で1,853億円（医療分 1,029億円、介護分 824億円）
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令和４（2022）年度スケジュール
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令和４年度基金予算額（医療分）
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事業区分
令和３（2021）年度 令和４（2022）年度

基金積立額
（予定額）

事業実施額
（計画額）

事業実績額
（見込）

基金積立額
（要望額）

事業実施額
（計画額）

1-1 地域医療構想の達成に向け
た医療機関の施設又は設備の整
備に関する事業

0.1 億円 20.4 億円 0.1 億円 20.4 億円

1-2 地域医療構想の達成に向け
た病床数又は病床の機能の変更
に関する事業

3.6 億円 －※ 0.0 億円 3.6 億円 3.6 億円

２ 居宅等における医療の提供に
関する事業 0.8 億円 0.8 億円 0.8 億円 0.8 億円

４ 医療従事者の確保に関する事
業 8.6 億円 9.0 億円 8.6 億円 9.0 億円

６ 勤務医の働き方改革の支援に
関する事業 0.4 億円 0.4 億円 0.0 億円 0.4 億円 0.4 億円

合計 13.5 億円 30.7 億円 13.5 億円 34.3 億円

※当初、3.6億円の基金積立及び事業費の執行を予定していたが、医療機関への希望調査の結果、令和３年度における
執行見込がなかったため、厚生労働省に対して計画額０円として報告（基金への積立なし）



各年度末時点の基金残高（医療分）
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R3～R4の残高は見込

1-1 病床機能分化 ２ 在宅医療 ４ 医療従事者確保 ６ 働き方改革

（単位：億円）

※医療分については、過年度に積み立てた基金の執行残額を優先的に活用する方針としており、計画上は、
令和４年度末において基金残高が０円となる。



令和４年度基金事業の概要（医療分）
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区分Ⅰ－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業
予算額（事業費） 令和３年度 2,037,933千円 ⇒ 令和４年度 1,040,610千円

基本的な考え方
• 地域医療構想の達成に向けて、令和３年度の事業を継続（具体的な事業内容は、８ページのとおり）
• なお、予算額の減少は、主に「公的医療機関等移転整備助成費」の減に伴うもの

区分Ⅰ－２：地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業

予算額（事業費） 令和３年度 364,800千円 ⇒ 令和４年度 364,800千円

基本的な考え方
• 地域医療構想の達成に向けて、回復期以外の病床の削減実績に応じた給付金支給事業を継続
• なお、令和３年度においては、本事業の活用実績がなかったことから、医療機関への更なる周知を実施



令和４年度基金事業の概要（医療分）
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区分Ⅱ：居宅等における医療の提供に関する事業

予算額（事業費） 令和３年度 79,357千円 ⇒ 令和４年度 89,812千円

基本的な考え方
• 在宅医療の推進に向けて、現行の取組を継続するほか、以下の２事業を新たに実施

①在宅医療実態調査事業、②在宅歯科・障害者歯科医療協力医等人材育成事業

区分Ⅳ：医療従事者の確保に関する事業

予算額（事業費） 令和３年度 904,818千円 ⇒ 令和４年度 888,535千円

基本的な考え方
• 医療従事者の確保に向けて、現行の取組を継続

区分Ⅵ：勤務医の働き方改革の支援に関する事業

予算額（事業費） 令和３年度 40,000千円 ⇒ 令和４年度 60,000千円
基本的な考え方

• 勤務医の働き方改革の推進に向けて、現行の取組を継続
• なお、令和３年度においては、本事業の活用実績がなかったことから、医療機関への更なる周知を実施



病床の機能分化・連携に係る医療機関向け補助事業
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区分 対象経費 基準額 補助率

① 施設整備※ 回復期病床への機能転換に必要な新築・改築
費用（工事費又は工事請負費） 転換する病床１床当たり 9,000 千円 ２分の１

②1 設備整備※ 回復期病床への機能転換に必要な備品購入費 転換する病床１床当たり 360 千円 ２分の１

②2 スタッフ確保 ②1 により機能転換した病棟で勤務させるため新
たに雇用した職員（OT、PT、ST）の人件費

１名当たり 月額 350 千円
１施設３名まで、１名につき最大12箇月分まで ２分の１

③ 経営診断
回復期病床への機能転換に向けた経営診断、収
支分析等のコンサルティング経費

（中小病院・有床診療所のみ）
１施設当たり 600 千円 ２分の１

④ 用途変更※
回復期以外の病床を減少させ、他の施設に用途
変更するために必要な経費（工事費、工事請負
費及び備品購入費）

減少する病床１床当たり
5,000 千円（施設整備）

360 千円（設備整備）
２分の１

⑤ 住民理解促進
機能分化・連携の取組や必要性について地域住
民の理解を得るための説明会や学習会の開催に
必要な経費

１実施主体当たり 300 千円 ３分の２

⑥1 再編統合等の
計画策定

再編統合・機能分化連携に関する協議を行うた
めに必要な経費（県が計画策定に関与するもの
に限る）

１団体当たり 1,000千円 定額

⑥2 再編統合等
施設整備

再編統合・機能分化連携を行うために必要な施
設・設備の整備費

再編統合・機能分化連携に資すると認
められる病床１床当たり 5,000 千円 ２分の１

※ ①、②1、④、⑥２の補助事業については、当該補助事業により取り組もうとする機能転換等の内容が地域医療構想に沿ったものであることを、地域医療構想調整会議において協議（確認）
された上で交付決定を行います。

令和４（2022）年度 予算要求額 815,000 千円（令和３（2021）年度 当初予算額 817,000 千円）



（参考）基金による病床機能転換整備の実績
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令和４年度事業アイデア募集の結果（医療分）

区
分 事業名（提案者） 提案の要旨 県の検討結果（反映状況）

Ⅱ 訪問看護師のための研修を
オンデマンド方式で学ぶ
（栃木県訪問看護ステー
ション協議会）

訪問看護師の研修素材として、日頃
の訪問看護事例集（動画等）を作
成する。

既存事業である「訪問看護ステーションサポート
事業」の内容を見直し、新たに訪問看護事例の
動画制作を行う。

Ⅱ 在宅医療における多職種
連携によるオーラルフレイル
予防推進事業（栃木県薬
剤師会）

薬剤師及び介護職向けの研修会の
開催など、薬剤師、介護者及び介護
関連職種等を対象とした口腔ケア教
育を実施する。

既存事業である「薬剤師と歯科医師の連携によ
るオーラルフレイル予防推進事業」の内容を見直
し、提案事業を実施する。

Ⅱ 薬剤師の在宅業務推進事
業（栃木県薬剤師会）

薬剤師の在宅業務を推進するための
研修会を実施する。

既存事業である「薬剤師フィジカルアセスメント研
修事業」と「薬局の在宅医療ファーストステップ事
業」を統合し、新たに提案事業を実施する。

１．令和４年度事業へ反映させたアイデア（３件）
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令和４年度事業アイデア募集の結果（医療分）

２．事業化に至らなかったアイデア（４件）
区
分 事業名（提案者） 提案の要旨 県の検討結果（不採択の理由）

Ⅰ 地域医療における胃がんの医療
体制の診断均てん化整備事業
（自治医科大学：内科学講座
消化器内科学部門）

専門医が不足している医療機関等に対して、
胃がん・食道がん内視鏡AIの導入及び利用
料に要する経費を補助する。

本県のがん診療連携拠点病院は、二次医療圏に全て
設置されており、当該事業は、厚生労働省が定める基金
事業の標準事業例にある「がん医療体制における空白
地域の施設・設備整備」にあたらない。

Ⅰ ICTを活用した地域医療ネット
ワークの機能強化整備及びサー
バーの更新（栃木県医師会）

県内の情報提供施設の「患者基本属性情
報（アレルギー）」、「病名」、「退院サマリ」、
などの機能強化及びＧＷサーバーの更新に
要する経費を補助する。

事業効果及び医療機関からのニーズが不明瞭なため、令
和４年度は不採用とする。また、令和５年度以降の取
扱いについては、事業効果及び医療機関のニーズ等を提
案者に確認するとともに、基金事業としての適格性を充
分に確認した上で検討する。

Ⅱ 訪問看護に関連する基準等の
改正に係る取組・マニュアル作成
（栃木県訪問看護ステーション
協議会）

栃木県の訪問看護ステーションとして統一し
たマニュアルを作成する。（ハラスメント、安
全管理、業務基準、学習支援、看護技
術）

既存事業の「訪問看護ステーションサポート事業」におい
て、既に実施している内容である。

Ⅳ 中小規模医療機関・施設等へ
の認定看護師等派遣事業（栃
木県看護協会）

中小規模医療機関や施設等に認定看護
師等を派遣する仕組みの創設する。
①中小規模医療機関・施設を対象とした看
護実践に係る調査を実施
②特に需要が多いと想定される分野につい
て、派遣希望を募り、派遣を実施

資質向上のための既存研修事業（看護協会研修事業
費補助金）において、既に実施している内容である。



（単位：千円）

令和４（2022）年度地域医療介護総合確保基金事業一覧表（医療分） ☆：新規事業

1-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 0 1,040,610

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備

①回復期病床へ機能転換する際の施設整備に係る経費への補助
補助
1/2

病院・有床診療
所

0 450,000
過年度基金を活
用

②回復期病床へ機能転換する際の設備整備及びスタッフ（PT、OT、ST）の
新規雇用に係る経費への補助

補助
1/2

病院・有床診療
所

0 35,100 〃

③回復期病床への機能転換に向けた、医業経営コンサルタントによる経営
診断（収支分析）に係る経費への補助

補助
1/2

中小病院・有床
診療所

0 900 〃

④回復期病床以外の病床数を減少させ、他の施設に用途変更する際の施設
設備整備経費への補助

補助
1/2

病院・有床診療
所

0 225,000 〃

⑤病床の機能分化・連携の必要性について地域住民の理解を得るための啓
発経費への補助

補助
2/3

医療機関、医療
関係団体等

0 3,000 〃

⑥複数の医療機関で再編統合や機能転換等に取り組むための計画策定及び
施設設備整備への補助

補助
1/2

病院・有床診療
所

0 103,000 〃

⑦地域医療構想の内容を踏まえた医療機関の経営戦略の見直しを具体化す
るための医療データ活用セミナーの開催

委託
医療系コンサル
ティング会社 0 1,000 〃

⑧地域医療構想調整会議の議長等を対象とする研修会の開催及び地域医療
構想アドバイザーの活動に要する経費

直営・委託 県 0 2,023 〃

2
脳卒中急性期医療連携強化に
よる機能分化事業

ＩＣＴを活用した医療連携により、脳卒中発症者に対して24時間体制で効
率的に急性期の診断・治療が実施できる体制の整備を促進することを通
じ、医療機関の機能分化を図るための経費

直営 県 0 587 〃

3
公的医療機関等移転整備助成
費

日光地域における医療機能の重点化及び集約化を図るため、獨協医科大学
日光医療センターが行う移転整備に対する補助を実施

補助
獨協医科大学日
光医療センター

0 220,000 〃

1-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業 364,800 364,800

病床の削減・適正化を促進するための事業

4
病床削減支援給付金支給事業
費

地域医療構想の実現のため、病床又は診療所であって療養病床又は一般病
床を有するものが、病床数の適正化に必要な病床数の削減を行う場合、削
減病床に応じた給付金を支給

補助
10/10

病院・有床診療
所

364,800 364,800

2 居宅等における医療の提供に関する事業 88,800 89,812

在宅医療の実施に係る拠点・支援体制の整備

5
在宅療養支援診療所等設備整
備支援事業

「在宅医療において積極的な役割を担う医療機関」に対し、在宅医療の提
供に必要な設備の整備に係る経費を補助

補助
1/2

在宅医療におい
て積極的な役割
を担う医療機関

6,000 6,000

6
在宅医療推進支援センター事
業

在宅医療圏ごとの連絡会議の開催や在宅医療市町担当者研修会の開催
ACPに係る普及啓発は、県全域から在宅医療圏に拡充し、県民のみならず、
医療・介護従事者も対象に講演会を開催

直営、委託
県（広域健康福祉
センター）、郡市
医師会

5,692 5,692

基金積立額
（要望額）

事業主体
（予定）

事業実施額
（計画額） 備考

1 医療機能分化・連携推進事業

事業
区分 № 事業名 説明 実施

方法
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（単位：千円）

基金積立額
（要望額）

事業主体
（予定）

事業実施額
（計画額） 備考事業

区分 № 事業名 説明 実施
方法

7 小児在宅医療体制構築事業

小児在宅医療連携推進員を配置し、新規参入者等に対する相談支援を行う
とともに、事業内容を再編し、小児在宅医療体制を強化するため、実務研
修や実技研修を実施するほか、病院や地域診療所等の関係者による事業の
充実を図るための検討会を開催

委託
認定ＮＰＯ法人
うりずん

6,607 6,607

8 在宅医療推進協議会開催事業
栃木県在宅医療推進協議会に小児在宅医療を実施する医師を加え、第８次
医療計画に向けた協議の実施及び訪問看護に関するワーキンググループの
開催

直営 県 222 826
一部、過年度基
金を活用

9
在宅医療地域連携体制構築事
業

入院医療機関と在宅医療関係機関による退院調整や急変時の入院受入整備
などに向けた取組を補助

補助
10/10

県看護協会 1,273 1,273

10
重症心身障害児（者）在宅医
療支援事業

重症心身障害児（者）が地域生活へ移行するための支援検討や人材育成な
どに係る経費への補助

補助
10/10

栃木県重症心身障
害連絡協議会 850 850

11 医療的ケア児レスパイト事業
医療的ケア児の新規受入れ又は受入れの拡大を行う短期入所事業所に対
し、設備整備等に係る経費を補助

補助
1/2

短期入所事業所 5,000 5,000

12
訪問看護ステーション設備整
備支援事業

①訪問看護ステーション未設置市町等における、病院運営又は訪問看護職
員の常勤換算数3.5人以上の訪問看護ステーション等の新設に係る設備整備
に要する経費を補助
②既存の訪問看護ステーションにおいて新たに機能強化型訪問看護管理療
養費Ⅰ又はⅡを取得するために必要な設備整備に係る経費を補助

補助
3/4,1/2

訪問看護ST事業
者

7,717 8,125
一部、過年度基
金を活用

13
訪問看護ステーションサポー
ト事業

訪問看護管理者の経営能力の強化及び組織運営の安定化を支援するため、
電話相談や運営マニュアル研修動画の作成を実施

委託
県訪問看護ST協
議会

2,622 2,622

在宅医療・訪問看護を担う人材の確保・養成

14 在宅医機能強化支援事業
郡市医師会による医師向け研修会及び診療所・病院連絡会の開催経費等へ
の補助

補助
10/10

郡市医師会 1,675 1,675

15
在宅医療連携体制強化研修開
催事業

四師会協議会との協力のもと、ACPの実践力向上、コロナ禍のICT活用を意
識した機能別研修会や医療的ケアのスキル向上研修会の開催

委託 県医師会 4,223 4,223

16
訪問看護教育ステーション事
業

訪問看護ステーション体験・研修、訪問看護に関する相談への対応、地域
の訪問看護ステーションを対象とした情報交換会や勉強会等を実施

委託
訪問看護ST事業
者

11,547 11,547

17 訪問看護普及啓発事業
訪問看護の適切な利用を促進するため、普及啓発ツールを訪問看護の好事
例等の検討から開発し、各種会議や研修会等あらゆる機会で普及啓発を実
施

委託
県訪問看護ST協
議会

1,269 1,269

18 訪問看護推進事業
①人工呼吸器装着患者等在宅療養支援研修、在宅ターミナルケア研修、小
児訪問看護研修
②精神科訪問看護に関する研修の実施

委託
①県看護協会、
②県訪問看護ST
協議会

1,712 1,712

その他在宅医療の推進に資する事業

19 とちぎ救急医療電話相談事業
在宅療養者の急変にも対応できるよう、夜間に一般向け電話相談事業を実
施

委託 県医師会 12,769 12,769

20 在宅歯科医療連携室整備事業
在宅歯科に係る各種問い合わせに関するワンストップ窓口の運営に要する
経費への補助

補助
10/10

県歯科医師会 1,623 1,623
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（単位：千円）

基金積立額
（要望額）

事業主体
（予定）

事業実施額
（計画額） 備考事業

区分 № 事業名 説明 実施
方法

21 在宅歯科医療従事者研修事業 歯科医師や歯科衛生士に対する在宅歯科医療研修に要する経費への補助
補助
10/10

県歯科医師会 568 568

22 へき地歯科保健医療確保事業
へき地における歯科保健医療を確保するため、訪問相談を行う歯科衛生士
の配置、研修会の開催及び診療用備品購入に要する経費を補助

補助
10/10,1/2

県歯科医師会、郡
市歯科医師会等 1,280 1,280

23 薬剤師の在宅業務推進事業
訪問看護師等の関係専門職種への薬剤師業務ＰＲ、在宅訪問薬剤師の人材
育成に向けた実践研修に要する経費への補助

補助
10/10

県薬剤師会 874 874

24
在宅医療における薬剤師と歯科医師
の連携によるオーラルフレイル予防
推進事業

在宅訪問薬剤師のオーラルフレイル予防を目的とした受診勧奨ガイドライ
ンの充実、歯科医師及び薬剤師等による介護者向け合同研修会の開催に要
する経費への補助

補助
10/10

県薬剤師会 760 760

☆ 25 在宅医療実態調査事業 保健医療計画（８期計画）策定に向けた在宅医療実態調査等に要する経費 委託 民間事業者 10,000 10,000

☆ 26
在宅歯科・障害者歯科医療協
力医等人材育成事業

要介護者及び障害者に対する在宅歯科医療体制の充実を図るため、日本障
害者歯科学会認定医の取得に要する経費を補助

補助
10／10

歯科医師 4,517 4,517

4 医療従事者の確保に関する事業 847,965 888,435

医師の地域偏在・診療科偏在対策

①とちぎ地域医療支援センターの運営に要する経費
②医師のＵIJターン促進に向けた取組に要する経費（情報発信の強化、セ
ンターサテライトの設置による相談体制の充実など）

①直営
②委託

①県
②民間事業者

19,051 19,051

③医学生向け修学資金貸与事業（産科医） 貸付 県 22,000 22,000

④医学生向け修学資金貸与事業（小児科医） 貸付 県 4,000 4,000

⑤獨協医科大学栃木県地域枠に必要な経費（修学資金） 貸付 県 206,000 206,000

⑤自治医科大学栃木県地域枠に必要な経費 負担金 県 82,800 82,800

⑥無料職業紹介事業 負担金 県 215 215

⑦臨床研修医確保のための合同説明会出展等 負担金
栃木県臨床研修医
確保対策委員会 3,300 3,300

⑧栃木県医療対策協議会の開催に要する経費 直営 県 738 738

28 緊急分娩体制整備事業
産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当を支給する分娩取
扱機関に対して補助

補助
10/10,1/3

病院、診療所、
助産所

44,333 44,333

29
周産期医療対策事業（新生児
入院手当）

出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機
関に対する補助

補助
1/3

病院 4,130 4,130

女性医療従事者支援

30 女性医師支援普及啓発事業
医療機関等が自主的に取り組む女性医師の離職防止や再就業促進のための
取組に係る経費への補助

補助
10/10

医療機関等 900 900

31 歯科衛生士再就職支援事業
①未就業の歯科衛生士に対する再就職支援研修会の実施経費への補助、②
歯科医院向け就労支援セミナー開催に要する経費

①補助10/10
②委託

県歯科医師会 901 901

看護職員等の確保対策

27
とちぎ地域医療支援センター
事業
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（単位：千円）

基金積立額
（要望額）

事業主体
（予定）

事業実施額
（計画額） 備考事業

区分 № 事業名 説明 実施
方法

32 新人看護職員応援研修事業
①新人看護職員の合同研修等の実施、②医療機関における新人看護職員の
研修実施に要する経費の補助

①委託
②補助1/2

①県看護協会
②医療機関

23,585 23,585

33 看護職員実務研修事業
実務経験が概ね５年以上の看護職員を対象とした専門性向上を図るための
研修実施に要する経費

委託 県看護協会 287 287

34 認定看護師養成支援等事業
認定看護師教育機関及び特定行為研修機関での研修受講等に係る経費への
補助

補助1/2
医療機関、訪問
看護ST

15,060 15,060

35 看護実習環境確保支援事業
看護師等養成所の実習指導者不足を解消するための講習会実施に要する経
費

委託 県看護協会 3,813 3,813

36 看護教員継続研修事業
看護教員の資質向上のための階層別研修（新任期、中堅期、管理期）の実
施に係る経費への補助

補助
（定額）

県看護系教員協
議会

309 309

37 助産師相互研修事業
病院と診療所の助産師のスキルアップと相互連携を図るため、講義・演習
及び相互に現地研修を実施する

委託 県看護協会 875 875

38
看護職員キャリア継続支援事
業

プラチナナース活用のため、セカンドキャリア周知に関するセミナーや再
就業に必要となる知識・技術を修得する研修会、広報活動、求人施設の開
拓等を実施

委託 県看護協会 16,224 16,224

39
看護師等養成所運営費補助事
業

看護師養成所、准看護師養成所及び助産師養成所の運営に対する補助（平
成31年度：基準単価の見直し、国家試験・准看護師試験の合格率に応じた
加算措置の新設　令和３年度：加算の見直し）

補助
（定率）

看護師等養成所 254,199 254,199

医療従事者の勤務環境改善対策等

40
医療勤務環境改善支援センタ
－事業

「とちぎ医療勤務環境改善支援センター」の運営に要する経費 委託 県医師会 6,776 6,776

41 医療勤務環境改善支援事業
勤務環境改善計画を策定した医療機関を対象に、当該計画を推進する取組
を行う場合の経費を補助

補助
1/2

医療機関 9,172 12,000
一部、過年度基
金を活用

42 病院内保育所運営費補助事業
医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保育所の運営に対す
る補助

補助
2/3,1/3

病院内保育所 61,198 61,198

43 小児救急医療支援事業 小児救急医の負担を軽減するため、小児救急拠点病院の運営に対して補助
補助
2/3

市町村等 53,536 91,178
一部、過年度基
金を活用

44 小児救急電話相談事業
小児科医の負担軽減のため、休日・夜間の小児救急患者の保護者向け電話
相談事業を実施

委託 - 14,044 14,044

45 精神科救急医療連携研修事業
精神科救急の課題の共有や困難事例の検討を通じ、身体合併症に対応する
人材育成を図るための経費

直営 県 519 519

6 勤務医の働き方改革の支援に関する事業 20,000 60,000

勤務医の働き方改革の推進

46 勤務医の働き方改革推進事業
勤務医の働き方改革の推進に資する総合的な取組（ＩＣＴ機器の整備、休
憩環境の整備、タスク・シェアリングに伴う医療専門職雇用など）に要す
る経費への補助

補助
1/2,10/10

一定の要件を満
たす医療機関
（Ｂ水準）

20,000 60,000
一部、過年度基
金を活用
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（単位：千円）

基金積立額
（要望額）

事業主体
（予定）

事業実施額
（計画額） 備考事業

区分 № 事業名 説明 実施
方法

合計 1,321,565 2,443,657

注） 令和４（2022）年度基金積立額が事業実施額に満たない事業については、過年度に積み立てした基金の残額を充てることにより事業を実施する予定
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介護分

１７

事業区分
令和３（2021）年度 令和４（2022）年度

基金積立額
（予定額）

事業実施額
（計画額）

基金積立額
（要望額）

事業実施額
（計画額）

３ 介護施設等の整備に関する事業 5.3 億円 17.3 億円 11.1 億円 26.8 億円

５ 介護従事者の確保に関する事業 6.1 億円 6.2 億円 2.4 億円 2.6 億円

合計 11.4 億円 23.5 億円 13.5 億円 29.4 億円

注）基金積立額が事業実施額に満たない事業区分については、過年度に積み立てした基金の残額を充てることにより事業を実施する予定。
金額はそれぞれ四捨五入した数字であるため、事業区分の計と合計が一致しない場合がある。

23.5
38.2 34.8 31.8 35.2

44.4 44.3
28.6

2.1

2.2 2.1 2.1 2.0

2.1 4.4

4.3

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

平成31年度
（2019年度）

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

年度末時点の基金残高 ※点線は見込み

５ 介護従事者確保

３ 介護施設等整備

（単位：億円）



１８

令和４年度事業アイデア募集の結果（介護分）

区
分 事業名（提案者） 提案の要旨 県の検討結果（反映状況）

Ⅴ 介護施設感染症予防対策強化
支援事業
（(一社)栃木県老人福祉施設
協議会）

感染力の高い新型コロナウイルス変異株の
出現により、相応の予防をしたワクチン接種
後の施設でもクラスターが発生していることか
ら、これまで行ってきた各施設の予防対策が
十分か否かを検証し、必要な対策を講じる
ための費用を助成する。

基金事業メニューに該当せず。

Ⅴ 介護施設利用者、職員新型コ
ロナウイルス検査支援事業
（(一社)栃木県老人福祉施設
協議会）

感染力の高い新型コロナウイルス変異株の
出現により、２回のワクチン接種が完了した
施設においてもクラスターが発生している状況
を鑑み、施設内の感染拡大を防ぐため、施
設利用者及び職員の定期的（月１回程
度）なＰＣＲ検査に係る費用を助成する。

基金事業メニューに該当せず。

Ⅴ ＰＣＲ検査の定期的な実施と
検査費用の助成事業
（(福)美明会）

（介護事業所において）ＰＣＲ検査等を
２週間に１回定期的に実施するための費
用を助成する。

基金事業メニューに該当せず。



介護分（単位：千円） 

令和４（2022）年度地域医療介護総合確保基金事業一覧表（介護分） ☆：新規事業

3 介護施設等の整備に関する事業 1,110,179 2,682,605

介護基盤整備等事業

①小規模特別養護老人ホームをはじめとした介護保険施設等の整
備、既存施設のユニット化改修等に対する助成

補助
（定額）

市町及び社会福祉
法人等

749,880 1,612,700

②特別養護老人ホームをはじめとした介護保険施設等の開設準備
に対する助成

補助
（定額）

市町及び社会福祉
法人等

360,299 1,069,905

5 介護従事者の確保に関する事業 243,430 256,737

「基盤整備」に関する事業

①栃木県介護人材確保対策連絡調整会議の開催に要する経費 直営 県 315 315

☆ ②外国人介護人材受入事業所の連携促進に要する経費 直営 県 28 28

3
とちぎ介護人材育成認証制
度事業

とちぎ介護人材育成認証制度の運用に要する経費
直営
委託

県
福祉系コンサル会社

14,309 14,309

「参入促進」に関する事業

①小中高生向けの介護の魅力・やりがい等のＰＲに要する経費
（介護のお仕事出前講座・介護のお仕事１日体験講座）

委託 県社会福祉協議会 0 4,952 過年度基金活用

②介護職員の役割や魅力についての周知・啓発や職員の介護技術
や情報交換等を行うイベントの開催に要する経費

委託
メディア関係民間
会社

501 501

③介護に関する情報発信・各種広報活動に要する経費 委託 県社会福祉協議会 460 460

5 職場体験事業
介護職に就労を希望する方を対象とした介護の現場を学ぶための職
場体験等に要する経費

委託 県社会福祉協議会 1,562 1,562

6
介護人材マッチング機能強
化事業

キャリア支援専門員の配置、施設・事業所における求人ニーズの把
握、求職者の適性の確認、出張相談、面談会、就業後のフォローアッ
プ等の一体的実施に要する経費

委託 県社会福祉協議会 13,991 13,991

7
介護員養成研修受講費用助
成事業

介護員養成研修を受講後に介護事業所に就業した方に対して研修
受講費用を助成

委託 県社会福祉協議会 1,500 1,500

8
元気高齢者によるとちぎケ
ア・アシスタント導入事業

高齢者を対象とした介護周辺業務を行う「ケア・アシスタント」を養成
するための研修及び介護事業所とのマッチング支援に要する経費

委託 県社会福祉協議会 0 5,580 過年度基金活用

事業
区分 № 事業名

1 栃木県介護基盤整備等事業

備考

2
介護人材確保対策連携強化
事業

一部
過年度基金活用

事業主体
（予定）説明 実施

方法
基金積立額
（要望額）

事業実施額
（計画額）

4 介護人材確保理解促進事業
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介護分（単位：千円） 

事業
区分 № 事業名 備考事業主体

（予定）説明 実施
方法

基金積立額
（要望額）

事業実施額
（計画額）

9
介護に関する入門的研修事
業

県及び市町における中高年齢者等に対する基礎研修等の実施への
助成

委託
補助
10/10

県社会福祉協議会
市町 2,611 2,611

①福祉系高校の学生を対象とした返済免除付き貸付事業「福祉系高
校修学資金貸付事業」にかかる経費

委託 県社会福祉協議会 42,194 42,194

②他業種で働いていた人を対象とした返済免除付き貸付事業「介護
分野就職支援金貸付事業」にかかる経費

委託 県社会福祉協議会 62,595 62,595

「資質の向上」に関する事業

☆
(一部）

①事業者団体等が実施する介護事業所職員を対象としたスキルアッ
プを図るための研修に対する経費の助成

補助
10/10

事業者団体等 5,000 5,000

☆ ②外国人介護職員の資質向上に資する研修開催の経費 委託 教育団体 1,272 1,272

①介護支援専門員に対する医療的知識習得研修の開催に要する経
費

委託
とちぎケアマネ
ジャー協会

1,536 1,536
②介護支援専門員指導者養成研修への派遣及び実務研修指導者
養成研修の開催、介護支援専門員資質向上検討会運営に要する経
費

直営
委託

県
とちぎ健康福祉協
会

517 517

13 離職者届出制度事業 法改正に伴う、離職した介護職員の届出制度の運用に要する経費 委託 県社会福祉協議会 3,644 3,644

①認知症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サービス
事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
及び認知症介護指導者フォローアップ研修の開催に要する経費

委託
とちぎ認知症介護
研修センター等

1,186 2,516 一部
過年度基金活用

②認知症サポート医養成研修、かかりつけ医に対する認知症診療の
知識・技術等の研修及び病院勤務の医療従事者・歯科医師・薬剤
師・看護師等に対する認知症ケアの研修に要する経費

直営
委託

県医師会等 5,640 7,085 一部
過年度基金活用

③「栃木県もの忘れ・認知症相談医」（とちぎオレンジドクター）」の登
録・周知や、当該相談医と認知症サポート医及び認知症疾患医療セ
ンター等との連携強化のための研修会の開催等に要する経費

委託 県医師会 3,723 3,723

15 市民後見推進事業
市町が実施する市民後見人養成のための研修、その他市民後見人
の活動の推進に関する事業等に対する助成

補助
3/4

市町 525 525

10
介護分野就職支援金貸付事

業

12
介護支援専門員資質向上事
業

14
認知症ケア人材育成研修事
業

介護人材キャリアアップ研修
支援事業

11
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介護分（単位：千円） 

事業
区分 № 事業名 備考事業主体

（予定）説明 実施
方法

基金積立額
（要望額）

事業実施額
（計画額）

「労働環境・処遇の改善」に関する事業

16 社会福祉新任職員研修事業
社会福祉施設新任職員を対象とした福祉施設職員としての心構えの
理解や仕事の悩み等の共有・解消を図る研修の開催に要する経費

委託 県社会福祉協議会 250 250

①社会福祉施設長に対する組織管理や人材育成に係るマネジメント
や労働環境などに関する研修の開催に要する経費

委託 県社会福祉協議会 85 85

②ＩＣＴを活用した医介連携ソフト（「どこでも連絡帳」）の利用促進を図
る講習会の開催に対する助成

補助
10/10

県医師会 486 486

18 介護ロボット導入支援事業
介護業務の効率化等に資する介護ロボットの導入に要する経費への
助成

補助
1/2

介護サービス事業
者

19,500 19,500

☆ 19 ＩＣＴ導入支援事業
介護業務の効率化等に資するＩＣＴ機器の導入に要する経費への助
成

補助
1/2

介護サービス事業
者

9,000 9,000

20
通所介護事業者等サービス
継続緊急対策事業

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の
サービス提供体制確保に要する経費への助成等

補助
10/10

介護サービス事業
者等

51,000 51,000

合計 1,353,609 2,939,342

17
雇用管理改善方策普及・促
進事業
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